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平成２８年度の独立行政法人工業所有権情報・研修館における 

中小企業者に関する契約の方針 

 

平成２８年９月 

 

官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）第５条の規定

に基づき、平成２８年度の独立行政法人工業所有権情報・研修館（以下「情報・研修館」という）に

おける中小企業者の受注の機会の増大を図るための方針を以下のとおり定める。 

 

第１ 中小企業者の受注の機会の増大の目標に関する事項 

 

（１）平成２８年度の情報・研修館における官公需総実績額に占める中小企業・小規模事業者向け契

約の金額比率が７１．８％になるよう努めるものとする。 
 

（２）中小企業・小規模事業者向け契約目標のうち、新規中小企業者（創業１０年未満の中小企業者）

については、平成２６年度における情報・研修館の官公需契約実績２１百万円の約２．６％程度

と推計されることを踏まえ、平成２９年度までに概ね３．６％とすることを目標として、新規中

小企業者の受注の機会の増大に努めるものとする。また、平成２６年度実績値が推計値であるこ

とを踏まえ、今後、新規中小企業者の契約実績等の把握に努める。 
 

（３）本方針の策定や実績及び課題の把握等を行い方針に定めた措置等の円滑な推進を図るため、情

報・研修館に推進本部を設置する。 

推進体制は、別紙のとおりとする。 

 

第２ 中小企業者の受注の機会の増大のために講ずる措置に関する事項 

 

情報・研修館における中小企業者の受注の機会の増大のために講ずる措置については、基本方針に

即するとともに、次の事項について取り組むこととする。 

 

（１）官公需情報の提供の徹底 

・物件、工事及び役務（以下「物件等」という）であって、一般競争、企画競争又は公募による

調達情報及びそれらに係る落札結果等に関する情報を、情報・研修館ホームページへの掲載等

により、引き続き中小企業・小規模事業者に提供するものとする。 
 

（２）官公需情報ポータルサイトの活用の促進 

・情報・研修館と取引等のある中小企業・小規模事業者に対して官公需情報ポータルサイト

（http://www.kkj.go.jp/s/）を紹介する等、当該サイトの活用を促進するものとする。 
 

（３）中小企業・小規模事業者が受注しやすい発注とする工夫 

・物件等の発注に当たっては、内容に応じて総合評価落札方式の適切な活用に努め、評価の際に

価格以外の要素を適切に評価するとともに、その前提として品質・機能の水準等を明確にする
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発注仕様書の作成に努めるものとする。また、総合評価落札方式の活用に当たっては、審査項

目の設定方法等についての検討を行う。 

・物件等の発注に当たっては、中小企業・小規模事業者が十分対応できるよう適正な納期・工期

の設定に配慮するものとする。 

・中小企業・小規模事業者が余裕をもって計画的に参加できるよう、説明会から入札までの期間

を十分に確保するものとする。 

 

第３ 新規中小企業者及び組合の活用に関する事項 

 

情報・研修館における新規中小企業者等の活用のために講ずる措置については、基本方針に即する

とともに、次のとおり取り組むこととする。 

 

（１）契約相手が新規中小企業者であるときは、独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営する「こ

こから調達サイト」（https://u10sme.smrj.go.jp/）への登録を促すものとする。 
 

（２）物件等の発注に当たっては「ここから調達サイト」等を利用し、可能な限り新規中小企業者に

競争への参加を促すものとする。 
 

（３）中小企業等協同組合（昭和２４年６月１日法律第１８１号）に基づいて設立された事業協同組

合等及び同事業協同組合等の中から共同受注体制が整っていること等の要件を満たす組合で中小

企業庁が証明した官公需適格組合の受注機会の確保に努めるものとする。 

 

第４ 前３号に掲げるもののほか、中小企業者の受注の機会の増大に関し必要な事項 

 

（１）上記第１（３）で設置した推進本部は、国等における優良な取り組み等の情報を適宜収集して

情報・研修館内に共有を図り、中小企業者の受注の機会の増大を推進するものとする。 
 

（２）推進本部は、中小企業者・小規模事業者の契約実績（新規中小企業者の契約実績も含む）を踏

まえ、必要に応じて改善策を検討する等、中小企業者の受注の機会の増大に必要な措置を講ずる

ものとする。 

https://u10sme.smrj.go.jp/
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別紙 

 

独立行政法人工業所有権情報・研修館における中小企業者に関する契約の方針 推進体制 

 

推進本部 

 

本部長   理事長 

副本部長  理事 

本部員    総務部長 

      知財情報部長 

      研修部長 

      知財人材部長 

      知財活用支援センター長 

      地域支援部長 

      相談部長 

      知財戦略部長 

（事務局   総務部） 

 


